
 

 

事務事業評価における県民意見募集結果について 

 

      令和６年度事務事業評価における県民意見と令和７年度当初予算への反映状況は以下のとおり。 

 

       １ 意見募集期間 令和６年10月28日（月）～令和６年11月27日（水） 

       ２ 意見提出状況 18件（４名） 

       ３ 提出状況 
 

 部 局 事 業 名 意見数 

１ - 全体について １ 

２ 総務部 公舎建設事業費 ２ 

３ みらい企画創造部 グローバル化推進事業費 ２ 

４ 環境エネルギー部 イノシシ等鳥獣被害緊急対策事業費 ２ 

５ しあわせ子育て応援部 やまがたハッピーライフプロジェクト事業費 ２ 

６ 産業労働部 ものづくり産業新活力創出事業費 １ 

７ 産業労働部 若年者ＵＩターン人材確保対策事業費 ３ 

８ 観光文化スポーツ部 観光連携推進事業費 １ 

９ 観光文化スポーツ部 文化財保護事業費 - 

10 農林水産部 農林水産デジタル化推進事業費 ２ 

11 農林水産部 元気な地域農業担い手育成支援事業費 ２ 

12 農林水産部 農業農村整備事業費実施計画費 - 

 



事業費 一財 主な意見 事業費 一財

1 総務 公舎建設事業費 総合支庁の公舎修繕 31,923 31,923

○公舎の中には、老朽化が激しいもの、断熱が不十分なもの、バランス釜をは
じめとして設備が現代に合っていないものがあると聞きます。県職員の効率的
な業務遂行はもちろんのこと、特に所得の低い一方でこれからの県庁をさせて
いく若手職員の良質な住環境を確保すること、就活生にとって魅力の一つとな
ることなど、公舎についてより前向きな目標設定を望みます。

○修繕対象外となる公舎や、現状使われていない公舎があれば、その利活用
策を検討してはどうでしょうか。例えば、災害時の一時避難所としての利用、地
域コミュニティの交流スペースへの転用など、多様な活用方法を考えることが、
県民の利益にもつながるのではないかと感じます。

○職員公舎の修繕は職員の住環境改善につながり、安心して働ける環境を整
える重要な施策だと考えます。修繕の際には省エネルギー技術や耐震性など、
現代の課題にも対応する基準を取り入れて、将来的な維持費用の削減や災害
時の安全確保を視野に入れながら進めていただければと思います。

31,923 31,923

○職員のニーズを把握しながら、職員公
舎の維持修繕や設備更新等を行い、職
員の住環境を確保していく。

○県有財産総合管理基本方針に基づ
き、使われなくなった公舎は売却を行うな
どして集約化を進めている。また、激甚
災害発生時は被災者の一時入居を受け
入れている。

○省エネルギー技術や耐震性など、住環
境改善につながるよう検討しながら職員
公舎の修繕を進めていく。

○引き続き職員公舎の必要な維持修繕
を行っていく。

2 企画
グローバル化推進事
業費

国内外の経営者や政治家、学生等と
県内の若者等が交流を深めながら、
グローバルな課題について議論する
「Japan Young Leaders Summit」の開
催

19,101 9,613

○「YAMAGATA Youth Summit」は非常に意義深い取り組みだと思いますが、地
域資源の活用について議論された内容を具体的なプロジェクトや政策に結びつ
ける仕組みがあればより有意義なものになると思います。例えば、議論の結果
を基に地域企業との共同事業を立ち上げたり、成果を地元住民に還元するプロ
グラムを展開したりすることで、イベントの影響力をさらに高めることができるの
ではないでしょうか。

○山形県は特に若者世代が同世代の外国人と交流する機会が限られていると
考えます。また、人口減少の時代にあって、外国人の果たす役割は一層増すと
考えます。外国人の山形県への愛着はもちろん、山形県在住の若者にとって、
刺激と郷土愛を育める重要な事業であり、目標は妥当と考えます。

○本事業を通じて呼び込む留学生や外国人材が、山形を一時的な滞在地では
なく「第二の故郷」と思えるような仕組みづくりが重要だと思います。サミット参加
者が事後も交流できるオンラインコミュニティを整備するなど、サミット参加者が
継続して山形と交流できるような仕組みを作ることが効果的ではないでしょう
か。

6,613 3,369

○地域資源の活用については、開催地
域の市町とも議論の内容を共有し、それ
ぞれの状況に応じて、施策展開の参考と
している。

○令和６年度は、過去のサミット参加者
にパネリストとして参加いただくなど、本
県とのつながりを大切にしながら事業を
実施してきたところです。

○県内の若者等を対象としてグローバル
な課題について議論するだけでなく令和
７年度は子どもから大人まで幅広い世代
が外国人住民と交流しながら、多文化共
生に対する理解を深められるイベントとし
て実施する。

3 環エネ
イノシシ等鳥獣被害緊
急対策事業費

イノシシの生息域の拡大に伴い、農作
物被害が広域化し、農作物被害額が
急増している。このため、電気柵設置
等に加え、イノシシ等の緊急対策を実
施し、県全域で総合的な対策を充実

12,102 6,481

○農作物被害軽減を効果的に進めるには、地域住民と一体となった鳥獣被害
対策が不可欠だと思います。地域住民を巻き込んだ見回りや情報共有の仕組
みを整え、イノシシやニホンジカの出没情報を迅速に集めて対策に反映させる
体制を構築する必要があり、また、防護柵設置や生息調査などに地元住民の
協力を得るため、適切な支援や報酬制度を設けることが有効だと思います。

○ドローンやAI技術を活用した鳥獣被害防止の実証モデル事業は非常に画期
的ですが、実証結果を広く共有し、地域の農業者や自治体が技術を導入しやす
い仕組みづくりも重要です。例えば、実証結果に基づいた技術導入マニュアル
の作成や補助金制度を併用することで、より多くの地域で活用できると考えま
す。

○鳥獣は市町村をまたいで分布しており、県の役割が重要です。近年の被害を
踏まえると看過できない課題であり、山形県庁に大きな期待を寄せています。

10,718 5,043
○ いただいた御意見や改善の視点を踏
まえながら、引き続き事業を展開してい
く。

○ いただいた御意見等を踏まえながら、
本事業を含む鳥獣被害対策関連事業全
体の見直しを図る。

提出された主な意見の概要と所管部局の対応状況等

No 部 事業名 事業概要
R6予算額(千円) R7予算額(千円)

所管部局の対応
R7当初予算の内容

（見直しの内容）



事業費 一財 主な意見 事業費 一財
No 部 事業名 事業概要

R6予算額(千円) R7予算額(千円)
所管部局の対応

R7当初予算の内容
（見直しの内容）

4 子育て
やまがたハッピーライ
フプロジェクト事業費

① 「やまがたハッピーサポートセン
ター」の運営費負担金
② 本県の子育て環境や支援制度をイ
ベントやＳＮＳを活用して情報発信

50,230 17,857

○まず、会員の母数を増やさなければ、マッチングが成立する可能性も低くなっ
てしまうため、成果実績において登録者数が減っているところは何らか対応を
検討する必要があるのではないでしょうか。気軽に登録できるようにチラシだけ
でなく、SNSを活用するのも手かと思います。

○AIマッチングシステムは時代に合った効果的な取り組みですが、さらに利用
者を増やすため、既婚者による成功事例や体験談を積極的に発信してはどうで
しょうか。また、マッチング結果の信頼性を高めるため、専門家のアドバイスを
取り入れ、システムの精度向上を図ることも有効だと思います。

○婚活イベントに地域資源を活用し、山形の魅力を体感できるような体験型の
企画を増やしてほしいです。例えば、山形特産品を使った料理教室や、地域の
伝統工芸のワークショップを通じて交流を図るイベントは、結婚希望者同士の自
然な会話を促進するだけでなく、山形の魅力発信にもつながると考えます。

○AIマッチングシステムを活用したお見合い支援について、政府も乗り出すこと
が発表されております。全国に先立って取り組んでいることを評価する一方、そ
のすみ分けについて十分な議論がされることを望みます。

50,824 17,996

○やまがたハッピーサポートセンターの
認知度向上に向けたPRを強化する。

○県内で実施される婚活イベントの情報
を収集・発信するとともに、結婚希望者の
活動活性化に向けた取組を実施する。

○やまがたハッピーサポートセンターの
認知度向上に向けて、広報強化月間を
設け、様々な媒体を活用した集中的なPR
を実施し、登録者数の増加を図る。

○県内で実施される婚活イベントの情報
を収集し、ホームページやメールマガジ
ンによる情報発信を実施するとともに、結
婚希望者を対象とした婚活力向上セミ
ナーの開催により、参加者の活動活性化
を図る。

5 産労
ものづくり産業新活力
創出事業費

①有機エレクトロニクスの事業進捗支
援のためのコーディネータの配置
②県内企業による有機ＥＬ照明製品の
量産化や有機エレクトロニクス関連製
品の試作等への支援

25,169 21,569

○山形県が有機EL産業の育成に取り組み10数年はたっていると思いますが。
山形県における有機EL関連の産業は、現在どういう状態にあるのでしょうか。こ
の 10数年の取組み成果を示さないと、事業の妥当性は言えないと思います。

○県として、有機ELの将来性をどのように捉え、今後、有機EL分野の振興をど
のように図っていくのか、その考えはどうなっていますか。その上で、引き続き、
県内企業による試験研究・新製品開発等の支援が必要な段階であるとするなら
ば、当事業の必要性はあると思いますが。

11,662 11,662

○本県における有機エレクトロニクス関
連産業は、山形大学における有機EL材
料や製造技術の研究成果を基に、県内
企業92社が製品化等に取組むなど、多く
の有機EL照明や有機ELディスプレイ等
の製造・販売につながっている。

○今後は、新たな研究成果や技術の進
展を踏まえ、有機エレクトロニクス応用分
野（薄型センサを活用した健康医療分野
や半導体関連分野）への展開を推進し、
産業支援機関との連携や外部資金の活
用を図りながら学術機関の研究シーズを
活用した県内企業の新製品の開発等を
支援する。

○産学官連携コーディネーターの役割等
の見直しや、産業支援機関との連携強化
を図り、有機エレクトロニクス応用分野を
含む幅広い研究シーズの事業化の推進
を図っていく。

6 産労
若年者ＵＩターン人材
確保対策事業費

ホームページ「やまがた２１人財バン
ク」による求人・求職情報を公開し、高
度人材を誘致

5,370 5,370

○若年者のＵＩターン促進は、人口減少対策において重要な施策だと思います。
「やまがた21人財バンク」を活用したマッチング促進の成果をさらに高めるた
め、登録者や利用者の声をフィードバックとして収集し、サービスの改善に反映
させていただきたいです。

○県内企業とのマッチングを強化するため、求人情報の具体性や魅力を向上さ
せることも必要だと感じます。企業訪問を通じて、魅力的な求人条件や職場環
境を作るための支援やアドバイスも行うことで、求職者からの関心をさらに引き
出せるのではないでしょうか。

○大学等の進学時に県外に出る若者が多い中、彼らのUターン(Ｉターンも含む)
を促進することは、本県の人材確保、産業の活性化の面で大変重要です。

○現在、厚労省はL0活事業を展開し、地方で働こうとする若者等の後押しをし
ています。総務省は、地域おこし協力隊制度で、若者等の地方への移住・活躍
を支援しています。国土交通省は、市町村単位での空き家バンクの展開や二地
域居住を支援するための全国組織を立ち上げています。民サイドでも、アプリを
使った職業マッチングを行う取組みが全国的に展開されています。最近では、
西川町が民間事業者と連携し、関係人口増加を目指す成功報酬型の実証プロ
ジェクトを展開しています。こうした新しい手法の活用も視野に入れるべきと考え
ます。

0 0

○県内企業の求人情報等を一元的に発
信する「山形県就職情報サイト」の内容
の充実や、ＵＩターン希望者に無料職業
紹介等を行う「やまがた暮らし・仕事サ
ポートセンター」への利用者登録の推進
など、ほかの取組みを強化することで、
求職者・求人企業双方のニーズに応えて
いくこととし、本事業は廃止する。

○ 本事業は廃止。



事業費 一財 主な意見 事業費 一財
No 部 事業名 事業概要

R6予算額(千円) R7予算額(千円)
所管部局の対応

R7当初予算の内容
（見直しの内容）

① 最上丸を活用した沿岸部における
スルメイカなどリアルタイム漁場データ
の共有化

5,309 5,309

○デジタル技術を活用し、漁業の生産性向上、漁業者の所得向上を図ることは
重要と考えます。

○成果指標及び成果実績の欄に「経営体当たり海面漁業生産額」があります
が、生産額は漁場の変化等、環境変化を大きく受けてしまうので、当事業の成
果指標にするには大きすぎると考えます。

○例えば、ホームページによる情報提供を受け、漁業者の操業が計画的に行
われたことがわかるデータ等があれば良いと考えます。

○「漁業者の多くが活用している。」とありますが、実際に利用している県内の漁
業者の数(漁業者に占める割合など)はどうなっていますか。また利用者の感想
(大変効率的に操業できたなど)等も記載があると、事業の効果がより分かりや
すいと考えます。

○山形県の水産業の県内総生産額(令和3年度)は963百万円、全国順位は42
位です。海のない岐阜県(38位)、栃木県(40位)、長野県(41位)に及びません。時
系列でみると、山形県の水産業は、平成の時代は全国順位40位をキープでき
ていましたが、令和に入り順位は後退しています。しかも、令和3年度になると、
県内総生産額が1,000百万円を下回っています。このまま減少傾向が続くので
はと危惧します。

4,816 4,816

○水産資源の減少や海洋環境が変化す
るなか、省力化（スマート化）、鮮度保持
等による水産物の付加価値向上、担い
手の育成など、様々な面から本県水産業
の振興を図っていく。

○成果指標については、提供した情報に
よって漁業者の操業が計画的に行われ
たことがわかる指標を検討する。

○提供した情報を利用している漁業者数
については、水産研究所公式ＬＩＮＥの利
用登録者数が41名で、ターゲットとして想
定している漁具漁業者103名のうち、少な
くとも４割が実際に利用している。利用者
からは「提供を受けた情報をもとに漁場を
選択し、効率的な操業ができた」等の感
想があった。

○最上丸による重要魚種（スルメイカ、ク
ロマグロ）の漁場探索調査を継続すると
ともに、新たに海水温・潮流の予測システ
ムの利用・実証を実施し、漁業者の操業
効率化に向けた取組みを進める。

② 衛星リモートセンシングによる「つ
や姫」生育診断
③ IoT気象センサーを活用した降霜や
病害予測の技術実証、パイプハウス
の自動制御による省力化技術の実証

10,377 6,968

○デジタル技術を活用し、農業の生産性向上等を図ることは大変重要と考えま
す。

○施策が「スマート農業の展開」とあり、その下に位置付けられる当事業の目的
が「大規模なデジタル技術の実装を図る。」で結ばれています。デジタル技術の
実装はあくまで手段です。政策→施策→事業の流れに沿って、再整理が必要と
思います。

○事業の概要には「栽培管理の精度向上及び省力化と地域全体の品質レベル
向上を図る。」とあります。この内容の方が、当事業の"目的"に相応しいと考え
ます。

○成果指標及び成果実績に「スマート農業の取組み件数」を位置づけています
が、デジタル化はあくまで"手段"なので、指標の再考が必要と考えます。

○事業所管部局による評価・検証に「高い評価を得ている。」とあるので、具体
的にどういった内容が"高い"のか具体的に示す必要があると考えます。

○事業所管部局による評価・検証に「組織化の合意に至っていない地域があ
る。」とあります。その原因は何でしょうか。導入コスト面でしょうか。課題を一つ
ずつクリアしていかないと、将来的な導入(受益者負担も含む)は進まないと考え
ます。

②　
6,822

③
99

②
6,822

③
99

○成果指標については、②の生育診断
システムや③の低温アラートシステムを
活用して増加した収穫量など、適切な指
標を検討する。

○②の生育診断システムは、圃場１筆ご
とに夏期の追肥の要否がわかり、圃場管
理の省力化に資する点、③の低温アラー
トシステムは、運用開始以降凍霜害の被
害防止に大きな効果を発揮している点が
高く評価されている。

○②の生育診断システムは、実証期間
が不足していることが、組織化の合意に
至っていない要因と考えているため、県
主体の運用を継続しながら、社会実装に
向けた組織化を進めるとともに、費用負
担の検討を行っていく。

○スマート農業技術の普及加速に向け
て、引き続き現地実証を実施する。

8 農林
元気な地域農業担い
手育成支援事業費

新規就農者や女性農業者等多様な農
業の担い手による意欲ある取組みに
対し、市町村と連携したハード・ソフト
両面からのオーダーメイド支援（県
1/3、市町村1/6）

41,384 20,692

○女性農業者の積極的な参画を支援する取り組みは素晴らしいと思います。今
後、さらに女性農業者の活躍を促進するため、女性農業者が知識や経験を共
有するためのネットワーク構築や、女性視点を活かした新規品目の開発支援を
進めてみてはいかがでしょうか。

○新規就農者への支援は重要ですが、就農後の経営安定やスキル向上に向
けた中長期的なサポート体制の強化が必要だと考えます。技術指導だけでな
く、マーケティングや販路開拓の支援を組み合わせることで、事業の効果をより
高められるのではないでしょうか。

34,145 34,145

○女性農業者の活躍場面の拡大につな
がる取組みを支援していく。

○新規就農者の経営面のスキルアップ
に向けて、関係機関によるフォローアップ
を強化する。

○女性農業者のネットワーク構築やグ
ループの新規設立、女性の経営参画に
つながる取組みを支援する。

○新規就農者に対して、関係機関による
年３回の指導を要件化するなど、フォ
ローアップ体制を強化する。また新規就
農者向けの研修会やセミナーを開催し、
経営面のスキルアップを支援していく。

7 農林
農林水産デジタル化
推進事業費


